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１．目的  

 兵庫県南部地震以降，耐震設計に 2 段階の設計外力を考慮する考えが導入された。これを反映して，液状化対策

の設計にあたり，多くの技術指針類でレベル２地震動を考慮するよう改められ，構造物の許容変形量を精度よく算

定することが求められている。サンドコンパクション（SCP）工法は，我が国の代表的な液状化対策工法であり，

過去の地震被害調査よりその有効性が数多く実証されている 1)。SCP 工法の最近の話題として，締固め改良地盤の

液状化強度の再評価がある。これは，レベル２地震動を想定した設計を考える場合に静止土圧係数 K0の増加や杭間

より剛性の大きい砂杭の効果を定量的に考慮するものである。本研究では，これらの効果を考慮した SCP 改良地盤

に対して，液状化に伴う残留変形評価法を用いて変形量照査を行い，K0増加や SCP 杭を考慮した複合地盤の剛性効

果の有効性を 1978 年の宮城県沖地震の石油タンク事例をもとに検証した。 

２．検証に用いた事例 

 検証事例は，1978 年宮城県沖地震の際の石巻港の石油タンクである。石油タンクの液状化対策として SCP 工法

が施されていた 2)。タンクヤードの周辺では液状化に伴う噴砂や地表にクラック等の地盤変状が確認されている。

地震前後の石油タンク（6,000 kl.）の沈下量として，地震前年の年間沈下量は 2～10mm（平均 6mm）であり，地震

を挟んだ 1977 年から 1978 年(地震の 12 日後)の沈下量は 5～9mm（平均 7mm）と石油タンクの本体の損傷に繋がる

ような変状は生じていないことが確認されている。 

３．残留変形評価法による事例検証 

３．１ 解析条件 

 地盤モデルは，石原らによる SCP 改良前および改良後の N 値や液

状化試験結果等の詳細な地盤調査結果 2)もとに設定した。地層区分は，

SCP 工法による改良前の N 値（BN2）や土質名を参考にして，深度

15.5m の礫層までの砂質土層を図 1 のように 4 層に分割した。地下水

位は，対策後の調査で確認された深度 1.4mとした。単位体積重量は，

一般的な値としている。各層のせん断剛性は，各層ごとに N 値の平

均値を求めヤング係数 E を 2,800N(kN/m2)により求め，ポアソン比を

1/3 として求めている。せん断抵抗角 φは道路橋示方書の推定式に準

じ，粘着力は見込んでいない。 

解析方法は，液状化に伴う残留変形評価法の ALID3)である。液状

化に対する安全率 FLは，道路橋示方書に準じた簡易法で求めている。

この際の地震外力は，石原らの検討条件と同様に地表面最大加速度

を 181.5（cm/s2）とした。また，各層の液状化強度比は，図 1 の液状

化試験結果または道路橋示方書の推定式に準じて各層の平均 N 値より推定した全 4 種類の液状化強度の考えで検討

している。石油タンクは，幅 23.24m で高さ 15.22m とし，タンク荷重（死荷重と積載荷重の和）は 63（kN/m2）と

した。なお，タンクの変形はないものと仮定し，解析領域はタンク敷き幅の 5 倍とした。 
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図 1   N値および RL20の深度分布
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図 2 無対策（RL20：図 1の SCP改良外(BA2)）  図 3 SCP対策 1（RL20：図 1の改良内(BA1)，K0=0.5） 

図 4 SCP対策 2（RL20：図 1の改良内(BA1)，K0=1.0）  図 5 SCP対策 3（RL20：図 1の改良後 N値(BC4)から推定）

３．２ 解析結果 

 図 2～図 5 に各条件時の FLコンターを示す。また，図 6 は，地

表面の変位分布の集積図である。無対策時の FL分布は，タンク直

下で0.9～1.2，周辺地盤で0.7～1.0と液状化が生じる結果となり，

その際のタンクの沈下量は 28cm となり，地盤改良が行われてい

ない場合には石油タンクの本体の損傷に繋がっていた可能性が

考えられる。図 3 の SCP 対策 1 は，タンク直下を SCP 工法で対

策した際の FL値の分布である。この際の RL20は図 1 の BA1 の試

験値を用い，地盤剛性は BC4 の改良後の N 値より求めている。

無対策に比べて液状化強度が増加したことによりタンク直下の

FL分布は 1.0 以上の領域が増えているが，深度 6～10m の区間で

FLが 1.0 を下回り液状化が生じる結果となり，タンクの沈下量は 10cm となっている。図 4 の SCP 対策 2 は，SCP

対策 1 の条件に対して SCP 工法の締固め効果によって K0が 0.5 から 1.0 に増加したことを考慮した結果である。道

路橋示方書に準じた液状化判定の場合に K0が 1.0 に増加すると動的せん断強度 R は，拘束条件の補正によって 1.5

倍大きくなる。その結果，タンク直下の FL分布は 1.0 を上回り，タンクの沈下量は 0.9cm となった。図 5 の SCP 対

策 3 は，詳細な液状化試験結果がない場合を想定し，BC4 の改良後の N 値を用いて道路橋仕様書の R の推定式に準

じて設定し，SCP 杭と杭間地盤を複合地盤と考えた場合 4)の結果である。その結果，タンク直下の FL 分布は SCP

対策 2 の条件と同様に 1.0 を上回り，タンク沈下量は 0.9cm とほぼ同じ値となった。以上の再現解析結果より，SCP

対策 2 や SCP 対策 3 での検討結果が実現象と整合し，これらの手法の有効性が確認された。 

４．まとめ 

 SCP 改良地盤に対して，液状化に伴う残留変形評価法を用いて変形量照査を行う際は，SCP 工法の締固め特性で

ある K0 の増加効果や SCP 杭も含めた複合地盤の考えを考慮することで締固め改良効果を適切に評価することがで

き，本手法の有効性が確認された。 
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図 6 地表の変位分布（タンク部拡大）
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